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科学技術動向

概　要

東日本大震災への米国アカデミックコミュニティの
初期的対応

本文は p.21 へ

　東日本大震災とそれにより引き起こされた原子力発電所事故は、我が国のみならず各国
に大きな影響を与え、米国のアカデミックコミュニティにおいても、研究者や米国民への
情報提供、国の政策形成への助言や支援など災害や事故に対応した緊急の提案から長期的
な政策形成への提言まで様々な形での活動が見られた。学協会等、多くの団体はホームペー
ジを通して情報提供を行い、特に大規模な学協会等の団体や震災、事故に関連する分野を
専門とする団体は、現地からのレポートを含む情報の提供や科学的視点における分析等を
行っている。
　全米科学振興協会（AAAS）は、震災、事故について Science 誌のニュース記事として
報道し、米国放射線腫瘍学会や米国小児科学会など医学関係の団体では、米国民に向けて
放射線に関する情報等の知識の普及を行うなど、研究者に向けた情報提供とは別に、専門
的知識のない一般の人々を意識して書かれた内容もウェブ上に見ることができる。米国で
は一般的に、学協会として一般の人々への情報発信や、関係機関や政府への助言や提案を
行うが、米国原子力学会では、日本原子力学会や米国政府への支援表明とともに、情報が
錯綜し、判断を誤らせかねないメディア報道もあるとし、原子力政策に関する判断の差し
控えを求めた。また、日本政府、東京電力あるいは米国政府が直面する具体的な科学技術
面の課題解決のための提案をアカデミックコミュニティが行う例も見られる。さらに、福
島第一原子力発電所事故に関連する議会の公聴会では、原子力規制委員会（NRC）やエネ
ルギー省（DOE）など行政側による証言に加え、立場の異なるアカデミックコミュニティ
側からも証言が行われている。
　これらの米国のアカデミックコミュニティの状況の背景には、米国のアカデミックコ
ミュニティが強固な運営基盤を持っていること、米国においては当事国でないという関係
の中で震災、事故が重要な問題と捉えられたこと、そしてインターネットを通した速やか
で多彩な情報が流通したことなど、日本の学協会とは異なる事情があることも留意すべき
と考えられる。
　それらも踏まえた上で、米国の事例から見えてくるアカデミックコミュニティが災害や
事故に対して果たすことのできる役割とは、情報の共有、人々への支援、政策形成への貢
献、学術研究面における速やかな展開の 4 つに整理することができると考えられる。
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2-1

米国のアカデミック
コミュニティと
その対応の概要

　本稿においては、対象をアカデ
ミックコミュニティとし、一般に
学協会と言われる団体に焦点を
絞った。米国における学協会は、
例えば日本における日本学術会議
協力学術研究団体というように公
的に認知されることはない。こ
こで対象とする団体の選定にお
いては、学協会会長評議会（The 

科学技術動向研究

東日本大震災への米国アカデミック
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遠藤　悟
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Council of Scientific Society Pre-
sidents）にその会長が参加してい
る団体、およびそれに含まれない
団体の中で、地震・津波、原子力
エネルギー、放射線医学等、今回
の震災、事故に関連する研究テー
マ等を扱う団体で、その構成等に
おいて大学や公的研究機関の研究
者の参画が明らかに認められるも
のとした。
　学協会会長評議会（The Council 
of Scientific Society Presidents）
は、62 団体により構成されてい
るが、このうち 20 の団体、すな
わちおよそ 3 分の 1 の団体が東
日本大震災や福島第一原子力発

電所事故に関する情報を掲載し
ていた。この数字は限られた団体
を対象としたものであることか
ら、必ずしも米国の学協会全体の
動向を反映したものと言えない
かも知れないが、少なくとも主要
な学協会のうち、一定の数の団体
は明らかに関心を表明したと言う
ことができる。その具体的な内容
は、日本人あるいは日本の学会に
対する見舞いや支援に関する内容
が 6 団体、会員に向けた情報提供
が 15 団体、一般の人々に向けた
情報の提供が 3 団体、他には、政
策立案者に向けた提案（米国原子
力学会）、あるいは学術会合の特

　2011 年 3 月 11 日に我が国の東
日本を襲ったマグニチュード 9 の
地震・津波、さらにそれにより引
き起こされた原子力発電所の事故
は、日本国内だけでなく、海外の
アカデミックコミュニティにおい
ても様々な対応が見られた。本稿
は、米国のアカデミックコミュニ
ティが、他国（日本）での災害、
事故の際に、特に研究者としての

庁（FEMA）、原子力規制委員会
（NRC）、エネルギー省などの行
政機関が、日本政府と協力して対
応した。それらの活動に直接的あ
るいは間接的に学協会などの団体
や研究者個人が関与した可能性も
ある。しかし、本稿はそのような
行政活動に対する検証をしようと
するものではないため、それらは
対象とはしていない。

立場から、どのような初期的対応
を採ったかということについて述
べる。具体的には、震災および事
故発生からおよそ 2 か月の間の動
きを、ホームページ等に掲載され
た情報を通して見ることにより整
理したものである。
　なお、米国では地震・津波およ
び福島第一原子力発電所事故に対
しては、軍、連邦緊急事態管理

1 はじめに

2 本稿の対象範囲
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も見られたが、本稿の目的が具体
的な研究内容等を紹介するもので
ないため、以下では取り上げてい
ない。

2-2

情報収集の手法

　米国のアカデミックコミュニティ
における今回の震災、事故への対
応は様々である。本稿においては、
各団体の活動を、日本国民や日本
の研究者への見舞いや支援、研究
者や米国民への情報提供、国の政
策形成への助言や支援、震災や事
故に関連した分野の学術研究の展
開、の 4 つに区分してとりまと
めた。
　情報収集の方法については、基
本的にはそれぞれの団体がウェブ
上に公開した情報を閲覧すること
に拠った。その過程においては、
各ホームページ上に設置されたサ
イト内検索および google のサイト
指定の検索を用い、適宜「Japan」、

別セッションの通知（保健物理学
会）であった。なお、ひとつの団
体で複数の内容が含まれる場合が
あるため、これらの合計は団体の
数の 20 を超える。
　米国には、学術研究の発展を中
核的な価値としながらも、例えば
健全な環境と安全な世界の構築を
目的とする（憂慮する科学者連
盟）など、学術研究を超えた様々
な目的や使命を有しているものも
ある。このため本稿で取り上げる
対象とした団体の中には、我が国
においては一般に学協会と呼ばれ
る団体の範疇から外れるものも見
られたが、ここではそのような団
体についても研究者の参画がある
場合は含めている。また、科学ア
カデミー等も対象に含めている。
なお、多くの大学（研究所等）あ
るいは非営利研究機関において、
今回の震災、事故を対象として積
極的に情報発信を行う例（例え
ば、国立科学財団（NSF）が支援
して設置された複数の地震工学研
究のセンターやマサチューセッツ
工科大学の原子力情報ハブなど）

「nuclear」、「earthquake」、「tsuna-
mi」、「Fukushima」等のキーワー
ドにより該当するページの絞り込
みを行った。なお、会員限定の
ページ等、アクセス制限のある内
容は、一部の学術論文等を除き、
対象としていない。また、学協会
等の団体が、異なるサイトにおい
て関連ページを開設している場合
は、元となるページからのリンク
がないために検索から漏れた場合
も考えられる。この調査は、震災
および事故後の概ね 1 か月後か
ら 2 か月後までの間に行なってい
る。震災直後に一時的に掲載され
消去された場合や、本誌刊行時に
修正、消去されてしまっている場
合も考えられる。
　本稿は以上の手法によりまとめ
られたものであることから、統計
的な信頼性は高いとは言えない
が、本稿の目的が、震災直後にア
カデミックコミュニティが行った
活動の事例を知ることであるとい
う点からすれば、十分な量の情報
を入手できたものと考えている。

　まず、多くの米国の学協会が、
日本国民や日本の関連する学協会
会員等の研究者に対する見舞いや
犠牲者への弔意を表明したり、募
金などの支援の意思を表明したり
している。その形式や内容は様々
であるが、大別すると、日本の被
害者への見舞いおよび犠牲者への
弔意の表明、日本の関係学会会員
等の研究者への見舞い、学協会自
身が行う募金、赤十字社などを通
した募金の呼びかけなどがある。

　犠牲者への弔意の表明や日本の
関係学会会員等の研究者への見舞
いは、多くの団体のホームページ
上に掲載されており、例えば学協
会会長評議会関係の団体では、米
国化学会、米国結晶学会、米国原
子力学会、アメリカ心理学会、神
経科学会、国際光工学会のページ
に掲載があり、また、IEEE（電
気電子技術者協会）のホームペー
ジでは会長から日本の IEEE 会員
に向けた書簡が掲載されている

ほか、38 あるソサエティのうち
7 つソサエティのページに見舞い
などの言葉が掲載されていた。募
金については、見舞いの記述の中
や災害の状況の報告の中に米国の
会員に対して赤十字社等を通した
支援を呼びかける例が見られたほ
か、米国原子力学会は日本救援
基金を設置し直接拠金を受け付
けた。

3 日本国民や日本の研究者への見舞いや支援
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3 18

Devastating Earthquake Defied Expectations 
(vol.331, pp1375-1376) 

Waves of Destruction (vol.331 p1376) 

3 25

Devastation in Japan: Nuclear Power's Global 
Fallout (vol.331, pp1502-1503) 

Radiation Risks Outlined by Bombs, Weapons 
Work, and Accidents (vol.331 pp1504-1505) 

Candidate Radiation Drugs Inch Forward (vol.331, 
p1505) 

Current Design Address Safety Problems in 
Fukushima Reactor (Vol. 331 p. 1506) 

Fukushima Cleanup Will Be Drawn Out and Costly 
(vol.331, p1507)  

Japan's Research Facilities Down But No Out 
(vol.331, p1509) J-PARC

図表 1　Science 誌（2011 年 3 月 18 日号〜5月 20 日号）における関連記事

　学協会等の団体の多くは、自身
のホームページを通して情報提供
を行なっている。全米科学振興協
会（AAAS）は、同会が刊行し
ている Science 誌（紙媒体および
電子媒体）のニュース記事とし
て、購読者（AAAS 会員）向け
に震災および事故についての報道
を行っている。その他の団体によ
るホームページを通して行なわれ
た情報提供としては、定期的に発
行するニューズレター等の関連記
事、震災や事故を特集するページ
の開設など様々であった。その内
容も、団体の公式な見解を示すも
のから、会員が自由に書き込むこ
とができるブログ形式のものまで
様々であった。
　また、団体によっては日本や米
国等のマスメディアが伝える情報

や、日米の各機関（公的機関およ
び電力会社）が発表する情報を転
載する例も見られた。
　情報が向けられる対象は、多く
の場合は会員を中心とした専門家
である。しかし、一部に専門的知
識のない一般の人々を対象とした
情報提供も見られる。以下におい
ては、研究者に向けた情報提供と
一般の人々の理解増進に向けた情
報提供とに分けて記載した。

4-1

研究者に向けた情報提供

4-1-1　Science誌
　東日本大震災と福島第一原子力
発電所事故は科学技術面でも極め

て大きな出来事であった。AAAS
（全米科学振興協会）が刊行する
Science 誌は、英国において刊行
されている商業誌である Nature
誌と同様、災害および事故につい
て報道している。地震発生後から
5 月 20 日号までの各号における
掲載記事（ニュース等の短信を含
む）の表題と内容は以下のとおり
である。
　なお、図表 1 は紙媒体におけ
る掲載内容である。プレプリン
ト版である Science Express 上に
は、地震に関する学術的な報告が
掲載および更新されており、ま
た、ウェブ上のニュース・分析の
ページである ScienceInsider にお
いても「Japan Earthquake：The 
Aftermath」として随時新たな情
報が書き込まれている。

4 研究者や米国民への情報提供
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4 1
When Science and the Media Mix (vol.332, p13) 

Scientific Consensus on Great Quake Came Too 
Late (vol.332, p22-23) 

869

Pool at Stricken Reactor #4 holds Answers to Key 
Safety Questions (vol.332, pp24-25) 

4

4 8
Nuclear Crisis Drags On (vol.332, p154) 
4 15
Japan Widens Evacuation Zone (vol.332, p288) 

INES

By the Numbers: 37.9 (vol.332, p290) 37.9

Fukushima Radiation Creates Unique Test of 
Marine Life’s Hardiness (vol.332, p292) 

4 22
Nuclear Cleanup to Take Months (vol. 332, p402) 
4 29
U.S. Scientists Map First-Year Radiation Risks 
(vol.332, p518) 

1

Nuclear Power Stalls in Italy (vol.332, p519) 

5 6
Radiation Standards Draw Protests (vol. 332, p647)

5 13
Japan Scraps Nuclear Plan (vol.332, p773) 

5 20
Ethics Commission Calls For Swift Nuclear 
Phaseout (vol.332, p900) 

Fukushima Revives The Low-Dose Debate (vol.332, 
pp908-910) 
Schoolyard Radiation Policy Brings a Backlash 
(vol.332, p909) 
Crippled Reactors to Get Cooled and Wrapped 
(vol.332, p910) 
New Work Reinforces Megaquake’s Harsh Lessons 
in Geoscience (vol.332, p911) 
Seismic Crystal Ball Proving Mostly Cloudy 
Around the World (vol.332, pp912-913) 
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4-1-2　IEEE spectrum
　IEEE（電気電子技術者協会）は、
会 報 で あ る「spectrum」の ホ ー
ムページ上に特集として、「日本
の 3 月 11 日の地震と原子力危機

（Japan’s 11 March Earthquake 
and Nuclear Emergency）」を掲載
し た。「spectrum」 は 冊 子 体 の
構成による月刊の会報であるが、
ウェブ上ではこれに加え、ブロ
グを始めとした様々なツールに
より多量の情報を提供している。

「日本の 3 月 11 日の地震と原子力
危機」については、他のブログ
に掲載された今回の震災および
事故に関連する投稿も含め、ひ
とつの特集の形に取りまとめら
れている。掲載された内容は、

「Most Recent」、「Commentary」、
「Infrastructure」、「Search and 
Rescue Robots」、「Earthquake 
and Tsunami Warning Systems」、

「From the Archive」、そして「time-
line of official TEPCO and IAEA 
announcements」の各項目である。
　「Most Recent」の標題のもの
で随時掲載されるブログ形式の
ページには、5 月 24 日までに計
70 件の署名入りの投稿が掲載さ
れた。投稿の大半は IEEE 関係者
あるいは IEEE との契約に基づく
寄稿者によるものであったが、そ
の内容は様々で、筆者の分類で
は、日本や他国の機関やメディア
から提供される情報に基づく報告
が 39 件、IEEE による調査分析
や事故の解説が 12 件、震災ある
いは原子力発電所事故に関連する
技術的（例えばロボット等）な報
告・分析が 4 件、個人的な意見や
解釈を交えた論評が 10 件、イン
タビュー記事が 4 件、その他（日
本人研究者の投稿）が 1 件であっ
た。日本や他国の機関やメディ
アから提供される情報に基づく
報告については、日本に滞在す
る IEEE と契約した寄稿者が、頻
繁に情報を発信している。その取
材対象は東京電力（株）、政府機

関、企業、大学の研究者等と幅広
い。また、IEEE が独自に実施し
ている調査分析や事故の解説もあ
る。例えば震災・原子力発電所事
故に関連する技術的報告について
は、日本の大学における災害救助
ロボット使用の試み、米空軍無人
機による原子力建屋の撮影、ロ
ボットの機能などの報告が見られ
る。ただし、ロボットの使用につ
いては、IEEE ではその機能の検
討は行っているが、具体的なロ
ボット名を挙げた提案を行ってい
ない。産業界の団体である国際無
人機協会（AUVSI）が実際にロ
ボットを選定し日本に送ったこと
と比較するとアカデミックコミュ
ニティの姿勢の違いを読み取るこ
とができるかも知れない。「Most 
Recent」に掲載された個人的な
意見や解釈を交えた論評において
は、寄稿者の見解として時に厳し
い批判の言葉も見られるが、学協
会の公式見解とは距離を置いた意
見が、ブログという形態を採るこ
とにより、ウェブ上に公開が可能
となっていると言える。インタ
ビュー記事には、大学教員や元
東京電力（株）社員などが含まれて
いた。
　「Commentary」には異なる著
者による 4 通の論評が掲載され
て い る が、 そ の 表 題 は「Japan 
Nuclear Accident：Worse than 
Worst, Again（3 月 12 日掲載）」、

「Japan’s Nuclear Emergency and 
the Future of Nuclear Power（3
月 14 日 掲 載 ）」、「The Scientific 
Estate：Bringing the Meltdown 
Back Home （Or） Buddy, Can You 
Spare an iPad 2？（3 月 14 日掲載）」、

「The Continuing Evolution of 
Nuclear Power（3 月 29 日掲載）」
と、多彩な視点により書かれてい
ることが理解できる。
　また、「Infrastructure」、「Search 
and Rescue Robots」、「Earth-
quake and Tsunami Warning 
Systems」のそれぞれにテーマに

関しても技術的な問題を中心に数
件の報告や解説が掲載されている。

4-1-3　他の関連性の強い
学協会等の団体

　地球物理学や原子力工学など、
震災および事故に関連性の強い団
体は、ホームページにおいて一部
メディアの報道を引用しつつ、積
極的に災害および事故の状況を報
告し、さらに分析を加えている。
　ASME（アメリカ機械工学会）
は、「News and Articles」のページ
において、「Earthquake Leaves 
Japan in Crisis」、「Rescue Robots 
Aid Japanese Recovery」、「Rebuild-
ing Japan’s Railway System」、

「Tsunami Forces Debate over 
Vertical Evacuation」、「Manufac-
turing Tested by Japan Earth-
quake」、「Chernobyl 25 Years 
Later」といった表題による記事
を掲載している。
　米国地震学会は、学術的・技術
的内容について、トップページか
ら Facebook にリンクする形で報
告している。震災直後の時期を
中心に震災後約 1 か月の期間で
約 30 を超える東日本大震災に言
及した投稿が掲載された。その後
は同震災への言及は減少するもの
の、同震災を契機とした地震予知
等の話題の投稿が続いている。
　地球物理連合も、トップページ
からリンクさせる形で、地震およ
び津波の状況について報告を行っ
ている。
　米国物理学会は、多数存在する
ユニットのひとつである「物理学
と社会フォーラム（The Forum 
on Physics and Society（FPS））」
のニューズレターの 2011 年 4 月
号に、David W. Hafemeister カリ
フォルニア州立工科大学名誉教授
による福島第一原子力発電所事故
に関する報告を掲載した。
　米国原子力学会は、ブログを含
めウェブ上で情報を公開してい
る。ブログ「原子力カフェ」につ
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　先に記したとおり、震災および
事故に対する米国政府の対応は本
稿の対象としていない。また、軍、
連邦緊急事態管理庁（FEMA）、
原子力規制委員会（NRC）など
が行う緊急事態への対応に、アカ
デミックコミュニティが直接的に
関与する余地は米国でも大きくな
い。しかしながら、アカデミック
コミュニティが、特定の政策テー

マ等に関して助言や提案を行う例
や、長期的な政策形成の支援に向
けて調査を行い、提言を取りまと
めるなどの形での関与があること
は認められる。
　議員内閣制を採らない米国で
は、議会において大統領を頂点と
する行政府から独立した形で各政
策が形成されるが、この過程にお
ける公聴会での証言などに、アカ

デミックコミュニティの関与を見
ることができる。特に今回の日本
の原子力発電所事故に関しては、
上下両院の委員会において多くの
公聴会が開催されており、行政
府側などに加え、アカデミックコ
ミュニティ側からの証言も行なわ
れている。

いては、後述の「4–2．一般の人々
の理解増進に向けた情報提供」に
おいて紹介する。また、会報の
Nuclear News においては 4 月号
で福島第一原子力発電所に関する
特集を組み、8 ページにわたり事
故の詳細を中心とした報告を掲載
した。
　憂慮する科学者連盟は、科学的
な知見を健全な環境と安全な世界
の構築に向けた政策形成に活か
すという団体の目的を反映させ
た 形 で、「Nuclear Reactor Crisis 
in Japan」のページを設け、「核
に関する全て（All things about 
Nuclear）」と題されたブログ、よ
くある質問（FAQs）、プレス向
けブリーフィング等、多くの情報
を掲載している。

4-2

一般の人々の理解増進に
向けた情報提供

　上記の研究者に向けた情報提供
とは別に、特に専門的知識のな
い、一般の人々を意識して書かれ
た内容も、学協会等のウェブ上に
見ることができる。
　米国放射線腫瘍学会は、放射線
被曝に関する話題として、トップ

ページから「日本での事象に関す
る放射線の問題」という 3 ページ
の一般向け解説文書へのリンクを
張っている。また、ヒューストン
クロニクル誌の関連記事へのリン
クも張っている。
　米国小児科学会は、トップページ
の「子供の保健の話題（Children’s 
Health Topics）」から「子供と災害

（Children and Disaster）」のペー
ジへリンクを張っている。その項
目のひとつには、「日本の地震と
核危機（Japan Earthquakes and 
Nuclear Crisis）」がある。同ペー
ジにおいては、日本への旅行（国
務省による渡航延期の勧告）、米
国への影響（米国においては放射
性物質の健康上の影響はないこ
と）などについて、連邦政府機関

（ 国 務 省、FDA、FEMA、CDC、
EPA、NRC 等）へのリンクとと
もに掲載している。
　保健物理学会は、「Fukushima 
Nuclear Plant Update」と名付け
た会員向けのページのほか、一
般の人々にも情報として、「“Ask 
the Experts” Questions and 
Answers」のページに福島第一原
子力発電所事故に関連した質問と
回答を追加掲載している。
　アメリカ心理学会は、ウェブ
上での情報提供を行っていない
が、ウェブ上に公開された会報

「Monitor on Psychology」の中に、
学会として日米で震災やその後
の状況により心理的影響を受けた
人々への支援等の活動を行った旨
の記載が見られる。
　米国原子力学会の「米国原子力
学会原子力カフェ：原子力の全て

（ANS Nuclear Cafe：All Things 
Nuclear）」のページには、独立し
たページとして「Fukushima」と
いう項目が設置されている。ここ
では、日米の公的機関やメディ
アを中心とした発表資料や報道
のウェブサイトを紹介したうえ
で、日本の状況を伝えるブログの
書き込みが 3 月 15 日以降ほぼ毎
日（当初は 1 日 2 回）行なわれて
いる。また、アウトリーチとし
て、学会関係者のメディア対応へ
の記録、同学会学生部門の活動、
MOX 燃料の説明、放射線に関す
る Q&A などを掲載している。
　憂慮する科学者連盟は、「日本
の原子炉危機についてよくある質
問（Nuclear Reactor Crisis in Japan 
FAQs）」のページを開設してい
る。その内容は、放射性物質の取
り込み、メルトダウンの意味、冷
却における問題、健康への影響、
避難地域の範囲など、日本政府の
判断の根拠なども含めてわかりや
すい説明が行われている。

5 国の政策形成への助言や支援
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5-1

日米の政府や関係機関に
対する諸提案

　以下に、アカデミックコミュニ
ティからの助言や支援を、提案、
報告、証言等に分類して示す。

5-1-1　政策面および
科学技術面の提案

　まず、行政府に向けた政策提案
がいくつか見られる。例えば米国
原子力学会は、3 月 16 日付けで
Joe F. Colvin 会長からオバマ大
統領に宛てた書簡を送付し、（社）
日本原子力学会や米国政府への支
援を表明した。その中では、福島
第一原子力発電所の状況は急速な
展開を見せており、また、情報が
錯綜し、判断を誤らせかねないメ
ディア報道もあるとし、行政府お
よび議会に対し、現在の状況が解
決し事象について完全に理解され
るまで原子力政策に関する判断を
差し控えることを求めている。
　一方、米国科学者連盟は、「日
本における核危機」と題するペー
ジからマスメディア（日本のメ
ディアも含む）において発表され
た同連盟会長の記事等へリンクを
張る形で、3 月中という時期に再
生可能エネルギーの推進等の見解
を示している。例えば共同通信社
3 月 15 日付け投稿「OPINION： 
Future of  nuc lear power in 
Japan：advice from American 
friend」 や Nature 誌 2011 年 3 月
23 日付け電子版「Do not phase out 
nuclear power- yet」などである。

5-1-2　既刊あるいは刊行
直後の報告書の提示

　本稿執筆時点では直接震災や事
故に関する報告書のようなまと
まった形の政策提言は刊行されて
はいない。しかし、政策形成の参
考として既刊あるいは刊行直後の

報告書を提示するなどにより行政
を支援しようとする例も見られる。
　米国のナショナルアカデミー
ズ（科学アカデミー、工学アカデ
ミー、医学機構、米国研究評議
会）は、行政府や立法府等に対し
て「米国や世界が直面する重大な
課題に対して専門的な助言を与え
る」ことを目的として創設された
団体である。しかし、必ずしも事
態に即応した活動は見られず、む
しろこれまでの活動の中から参考
となると考えられる情報をウェブ
上で提供した。具体的には、3 月
17 日付けでトップページに「日
本の核危機」と題し、原子力発電
所の冷却機能の喪失を簡単に報告
するとともに、過去にアカデミー
が発表した核燃料貯蔵、低レベル
放射線、核関連事故等の報告書を
紹介した。なお、ナショナルアカ
デミーズは、これまで米国内にお
ける大規模な災害あるいは事故に
対して、事後にブルーリボンパネル
を設置するなどし、政策形成に大
きく貢献する報告書を刊行してき
た。例えば過去にはハリケーン・
カトリーナについては、多数の災
害対策等の報告書を作成し、関係
機関に提出している。今回の震災、
事故も、米国に深く関係するものと
認識されれば、今後、同様な対応
が採られることも考えられる。
　米国芸術科学アカデミーは、
トップページの「日本の原子力
危機」の 文 字 か ら リ ン ク さ せ
る形で同アカデミーが刊行した
「Nuclear Reactors：Generation 
to Generation」を紹介している。な
お、同書は福島第一原子力発電所事
故の時点で印刷途中にあったが、
事故への言及が追加挿入された。
　憂慮する科学者連盟は「The 
NRC and Nuclear Power Plant 
Safety in 2010：A Brighter 
Spotlight Needed」、「Nuclear 
Power：Still Not Viable without 
Subsidies」等の既刊の報告書を
ホームページ上で紹介している。

5-2

議会の公聴会での証言

　米国の議会の公聴会において
は、政策形成の審議の参考とする
ため、異なる論点が提示されるよ
うな証人の人選が行われることが
一般的である。今回の震災や原子
力発電所事故あるいはそれに関連
したエネルギー政策に関連する公
聴会において、原子力規制委員会

（NRC）やエネルギー省（DOE）
など行政側による証言に加え、ア
カデミックコミュニティ側からも
証言が行われている。例えば、4
月 6 日に開催された「日本におけ
る原子力発電所事象への米国政
府の対応（The U.S. Government 
Response to the Nuclear Power 
Plant Incident in Japan）」の公聴
会においては、原子力規制委員
会、原子力産業団体、科学者団体
からの証言が行われている。科学
者団体としては、環境や安全の観
点から証言を行う団体と原子力工
学分野の学協会として証言を行う
団体が含まれている。
　以下は約 2 か月の期間に行なわ
れた震災、事故に関連した公聴会
の一覧である。下線は本稿におけ
る整理で、アカデミックコミュニ
ティ側とした者である。
　なお、米国においては、この時
期は 2 月に発表された大統領予算
教書に基づく議会での公聴会が歳
出委員会等において開催されてい
る時期であった。証言を行った学
協会の代表の中には関係する研究
の重要性等を訴える中で、東日本
大震災あるいは福島第一原子力発
電所事故に触れ、関連する予算の
拡充の必要性を述べる例も見られ
た。ただし、直接歳出予算に関係
する公聴会についてはここでは取
り上げていない。
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図表 2　上院公聴会におけるアカデミックコミュニティからの証言（下線はアカデミックコミュニティ側の者）

注：肩書は各委員会の資料に拠ったため、同一人物でも肩書が異なる場合がある。
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図表 3　下院公聴会におけるアカデミックコミュニティからの証言（下線はアカデミックコミュニティ側の者）

注：肩書は各委員会の資料に拠ったため、同一人物の肩書が異なる場合がある。

　米国に限らず、世界のアカデミッ
クコミュニティにおいては震災お
よび事故直後からこれらを対象と
した学術研究活動がいち早く開始
され、すでに、学会での特別セッ
ションの開催、プレプリント版を
含む論文のウェブ上で掲載等の例
が見られる。
　米国地震学会は 2011 年 4 月
13〜15 日に開催した年次総会に

おいて、東日本大震災とクライス
トチャーチ地震のセッションを追
加した。発表申し込み締め切りは
3 月 25 日であった。
　米国小児科学会が協賛する小児
科学協会（Pediatric Academic 
Societies）、およびアジア小児
科研究協会（Asian Society for 
Pediatric Research）が合同で、4
月 30 日〜5 月 3 日に開催した学

術 会 合 に お い て は、4 月 30 日、
メキシコ湾原油流出事故とともに
東日本大震災および福島第一原子
力発電所事故に関するセッション
が開催された。
　IEEE ロボティクス・オートメー
ション学会は、2011 年 5 月 9〜13
日に上海で開催した 2011 IEEE 
International Conference on 
Robotics and Automation （ICRA 

6 震災や事故に関連した分野の学術研究活動の展開



科 学 技 術 動 向　2011年 6月号

30

2011）において、特別フォーラム
「ICRA Special Forum：Prelimi-
nary Report on the Disaster and 
Robotics in Japan）を開催した。
なお、オーガナイザーは中村仁彦
東京大学大学院情報理工学系教授
で、パネリストにも 4 名の日本の
研究者が含まれていた
　米 国 原 子 力 学 会 は、6 月 26
日〜30 日の年次総会において、
福島第一原子力発電所に関連する
セッション等として、「特別セッ
ション―事前調査パネル」、「連邦
政府関連ワークショップ：福島
第一後の政策決定者や人々とのコ

ミュニケーション」、「会長特別
セッション」、「標準シンポジウ
ム」が計画されている。ただし、
一般講演の追加受け付け等の情報
の掲載はない。
　この他にも国際学会を含め、地
震・津波、放射線医学、原子力工
学等の各学会において、東日本大
震災に関連したセッションが計画
されている。すでに決定した日程
を変更したり、発表申し込みの締
め切りを延長したりするなどの対
応も見られる。
　なお、学術論文については、震
災後約 2 か月の期間では査読付論

文誌への掲載はほとんど見られな
いが、プレプリント版やオープン
アクセス化されたリポジトリには
関連の論文をすでに見つけること
ができる。例えば arXive はコー
ネル大学図書館が運営するサイト
であるが、すでに日本人名による
ものを含め数件の投稿が掲載され
ている。これは、学協会による学
術誌の範疇であるかは明確でない
が、米国のアカデミックコミュニ
ティが今回の震災および事故に対
応した研究発表の場を提供してい
る事例であると言うことができる。

　これまで東日本大震災等に対応
した米国のアカデミックコミュニ
ティの活動の事例を見てきた。こ
れらの活動は、その背景として、
米国の学協会の特徴や近年の国際
的な学術研究活動の環境の変化な
どにより可能となった面も多い。
それらの背景をまとめると以下の
ようになる。

1）　米国の学協会の強固な運営
基盤

　本稿において対象とした学協会
等の団体は比較的大規模のものが
多いが、特に活発な活動を行って
いる団体は強固な運営基盤を有し
ている。例えば IEEE は、震災発
生当初から毎日のように自国に情
報を報告することができる寄稿者

（contributor）を日本に滞在させ
ることができている。また、憂慮
する科学者連盟は日ごろから報告
書を刊行し、また、議会で証言を
行うこともできる独自の調査研究
機能を有している。そして、それ
らを資金面も含めて支える多数の
個人会員がおり、それは研究者だ
けでなく、一般の人々の場合もあ
る。また、団体からの会費や寄付

等による資金提供がある。

2）　東日本大震災が米国に対し
てもたらす影響の重大性

　東日本大震災がもたらす影響
は、米国にとって遠く離れた国の
出来事であり、短期的には太平洋
沿岸地域への津波の襲来以外のリ
スクはない。しかし、自然災害と
エネルギー政策という幅広い枠組
みの中において、これらは国家の
大きな関心事として捉えられて
おり、この状況がアカデミックコ
ミュニティの活発な活動を導いて
いると言える。その意味では日本
のアカデミックコミュニティが置
かれた立場も米国と大きな違いは
ないが、日本の場合は当事者であ
り、自身にも何らかの影響が及ん
だことは留意すべきと思われる。
また、情報の種類や内容によって
は社会的不安を招く恐れがあるな
ど自制が促される状況があったこ
とも考えられる。

3）　インターネット上で流通す
る米国の学術情報の特徴

　インターネットを通した学協会
等の活動は、即時性という点と意

見や見解の多様性という点で従来
の紙媒体中心のメディアを通した
活動との違いが見られる。
　即時性の点では、いくつもの学
協会等において、時差があるとは
言え、3 月 11 日中に地震発生等
の速報が掲載され、間もなく見舞
いの言葉も掲載されたことが注目
される。また、津波予測に始まり、
福島第一原子力発電所原子炉の状
況等、人々が大きな関心を寄せる
最新の情報を提供するため、速や
かな活動が行われたということも
注目すべき点と言える。
　もうひとつの注目点として、ブ
ログ等への書き込みの形により、
学協会等のウェブサーバー上に、
個人が氏名を明らかにしたうえで
情報や意見を公表することができ
たという点が挙げられる。個人の
書き込みは必ずしも学協会等の団
体の見解と一致しない場合も認め
られる。しかし、このような書き
込みが公式な報告や見解とともに
掲載されることにより、研究者や
一般の人々に多様な視点における
情報が提供されていることは、日
本の学協会のあり方を考えるうえ
でも参考になる。

7 米国の学協会等の活動の背景
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　以上、東日本大震災に関連する
災害、事故に対する米国のアカデ
ミックコミュニティの活動を見て
きたが、その内容を学協会等を中
心としたアカデミックコミュニ
ティが「果たすことのできる役
割」という観点から、以下の 4 項
目に整理することにより本稿のま
とめとしたい。

1）　情報の共有
　今回、日本から発信された情報
の多くは日本語であったというこ
ともあり、米国のいくつもの学協
会等の団体が、学術的な観点に
立ったうえで英語による情報を研
究者および一般の人々に提供し
た。また、その提供のプロセスに
おいては、学協会独自の分析や解
釈が加えられることも多かった。
このような活動は、以後の学術研
究の展開に貢献するだけでなく、
人々の不安を解消するなどの役割
も果たしつつある。

2）　人々への支援
　今回の災害、事故は直接米国に
被害を及ぼす性格のものでなかっ

た。したがって、学協会等の団体
が行った支援活動は、米国内にお
いては、主に人々への情報提供や
それを含めた心理的不安の解消へ
の努力であったとも言える。ま
た、日本に対しては、日本の学協
会への協力や支援を表明したり、
拠金を募ったりする活動が見ら
れた。

3）　政策形成への貢献
　中長期的な視点においては、大
規模な災害や事故に対応する政策
形成に対する支援も、米国の学協
会等が果たしてきた役割のひとつ
と言うことができる。過去にはハ
リケーン・カトリーナ襲来後に米
国ナショナルアカデミーズが報告
書を刊行した。このような、学術
的見地から政策形成に向けた分析
や助言がこれまでにも行われてお
り、今回もそのような対応が見ら
れると考えられる。中長期的な政
策形成への支援は、短期的な対応
としての災害、事故直後の議会公
聴会の証言等と併せ、アカデミッ
クコミュニティが貢献できる対象
と言えるであろう。

4）　速やかで開放的な学術研究
活動の展開

　今回は、米国に限らず、世界の
研究者が速やかに災害および事故
に対応した研究活動を開始した。
その背景には即時的にインター
ネット上で情報を交換できるよう
になったという状況がある。この
ような速やかで開放的な研究活動
の仲介役としての学協会等の役割
は大きく、今後ますます大きくな
ると考えられる。
　なお、今回の災害および事故と
は直接の関係はないが、米国にお
いては、ハリケーン・カトリーナ
襲来後に政府が学術研究資金の柔
軟な支出や追加の配分等の面で研
究活動の支援を強めたという事例
がある。このような経験が米国ア
カデミックコミュニティの迅速な
対応を促したとも考えることもで
きる。日本においても現在、政府
の震災に対応した取り組みが始
まっている。アカデミックコミュ
ニティの活動および政策立案者と
の間の協力関係が、日本の将来の
学術研究の発展に大いに結びつく
ものと考えられる。

掲載団体の概要

・ナショナルアカデミーズ（National Academies：http://www.nationalacademies.org/）
　米国科学アカデミー（NAS）、米国工学アカデミー（NAE）、医学機構（IOM）、米国研究会議（NRC）
により構成される総体の呼称。

・米国芸術科学アカデミー（American Academy of Arts & Sciences：http://www.amacad.org/default.

aspx）
　1780 年に創設された各学術分野のリーダーにより構成される団体で、独立した政策研究と多分野
の研究実施を目的としている。全会員数は約 4000 人。

・全米科学振興協会（American Association for the Advancement of Science：http://www.aaas.org/）
　1848 年に創設された科学の振興とそれを通した人々の利益の向上を目的とした非営利団体で、
Science 誌の発行者でもある。

8 おわりに：災害や事故に対するアカデミックコミュニティの役割
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・IEEE（電気電子技術者協会）（http://www.ieee.org/）
　1884 年に創設した、米国電気工学者機構（American Institute of Electrical Engineers-AIEE）を起
源とする専門家団体。技術イノベーションの促進とその人々への利益増大を目的とし、世界最大の
約 40 万人の会員を擁する。工学を中心とした幅広い分野にわたる多くの内部組織により構成されて
おり、例えば分野別の組織であるソサエティは 38 を数える。

・ASME（アメリカ機械工学会）（http://www.asme.org/）
　1880 年に機械工学分野の研究者により創設された非営利団体で、会員は全分野にわたる工学者に
より構成され、その数は海外を含め 12 万人以上である。

・米国化学会（American Chemical Society：www.acs.org/）
　1876 年に創設された、海外を含め会員数 163,000 人以上を擁する化学分野の学術団体。

・米国結晶学会（American Crystallographic Association, Inc.）
　1949 年 に 米 国 X 線・ 電 子 線 回 折 学 会（American Society for X-Ray and Electron Diffraction 

（ASXRED））と米国結晶学会（Crystallographic Society of America（CSA））の統合によりの創設さ
れた会員約 2,200 人を擁する学術団体。

・SPIE（国際光工学会）（http://spie.org/）
　1955 年に光の科学と応用の学際的な研究の推進を目的として創設された国際的な学術団体で、構
成員は約 18 万人を擁する。

・米国物理学会（American Physical Society：http://www.aps.org/）
　1899 年に創設された物理学の学協会。物理学の幅広い分野の 46,000 人の会員を擁する。

・米国地震学会（Seismological Society of America-SSA：http://www.seismosoc.org/index.php）
　1906 年に創設された学協会で、その目的は、地震学研究の発展、人々の安全への貢献、地震災害
対策への協力、人々への地震の危険性への理解増進である。

・米国地球物理学連合（American Geophysical Union：http://www.agu.org/）
　1919 年に米国研究評議会により創設され、後に非営利団体として独立機関となった地球物理科学
に関する学協会で、会員は 148 か国に約 6 万人を数える。

・米国小児科学会（American Academy of Pediatrics：http://www.aap.org/）
　1930 年に創設された、6 万人の会員を擁する小児科医の団体。

・保健物理学会（Health Physics Society：http://hps.org/）
　1956 年に創設された放射線安全の専門家により構成される学術団体で、5,000 人近い会員を数える。

・米国放射線腫瘍学会（American Society for Radiation Oncology：http://www.astro.org/）
　1958 年に創設された、放射線腫瘍学者、放射線腫瘍看護師、医師、放射線治療関係者、生物学者
等により構成される放射線治療の向上を目的とした会員数約 1 万人の団体。

・米国細胞生物学会（American Society for Cell Biology：http://www.ascb.org/）
　1960 年に創設された細胞生物学研究分野における学協会で、会員数は約 1 万人である。

・アメリカ心理学会（American Psychological Association：http://www.apa.org/）
　1892 年に創設された米国の心理学の科学者、専門家を構成員とする団体で、心理学的知識の創造、
交流、応用の増進と、社会の利益や人々の生命生活の向上を目的としている。会員数は約 154,000 人。

・神経科学会（Society for Neuroscience：http://www.sfn.org/）
　1969 年に創設された脳および神経系を対象とし、科学者および医師により構成される学術団体で、
会員数は 40,000 人以上である。

・米国原子力学会（American Nuclear Society：http://www.new.ans.org/）
　1954 年に原子力科学技術の様々な専門家を統合する団体として創設された非営利の国際的な科学
教育機関。原子力科学技術の認識・理解の増進を目的としており、会員は 1600 の企業、教育機関（大
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学等）、政府機関に属する工学者、科学者、行政官、教育者計約 11,000 人である。
・米国科学者連盟（Federation of American Scientists-FAS：http://www.fas.org/about/index.html）

　1945 年に原子爆弾開発に関与した科学者により創設された団体で、科学者、技術者等に求められ
る倫理と技術の人類の福祉への応用の観点を重視し、当初の核戦争回避の目標に加え、バイオセキュ
リティーなどほかの分野にも対象を広げシンクタンク機能を含む活動を行っている。

・憂慮する科学者連盟（Union of Concerned Scientists：http://www.ucsusa.org/）
　1969 年に創設された科学を基盤として、健全な環境と安全の観点から独立した科学研究と市民活
動を中心として行う非営利機関。会員は約 25 万人の市民および科学者により構成される。

遠藤　悟
科学技術動向研究センター　客員研究官
東京工業大学大学マネジメントセンター　教授（マネジメント担当）
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-index.htm

研究対象は米国を中心とした科学政策。前職の日本学術振興会在職中の 2000 年に「米
国の科学政策」HP を開設し、政策動向を発信している。東京工業大学においては、
科学と社会の関係や高等教育等にも対象を拡大している。

執筆者プロフィール
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2．活動状況
　ここでは、団体外に向けた具体的な活動として、見舞い、方針表明、会員安否情報収集を除く活
動に着目する。
　何らかの活動があった団体は全体の 2 割程度である。震災直後からの活動が目立つのは、医師会、
企業、関連協会等と協力しての医療専門家派遣や医薬品・機器手配であり、次いで土木関連の調査
団派遣である。4 月中には様々な活動が開始されたが、シンポジウムや緊急集会など今後に向けた
議論を行う場の設定は 5 月以降が多い。
　最も掲載が多いのは、被災者や支援者等に向けた専門情報の提供（活動があった団体の 5 割程度
が実施）である。自団体からの情報提供のみならず、他サイトへのリンクも掲載されており、可能
な限りの多くの情報提供が意図されている。次いで多く掲載されているのは、会合開催や特集号な
ど議論の場の提供（同 2 割程度）、専門家派遣・相談窓口設置・技術提供などの専門家が対応する支
援活動（同 2 割程度）である。
　正会員 1000 名以上の 535 団体を見ると、何らかの活動があった団体は 4 割程度である。経済系

［参考］日本の学協会の初期的対応状況
科学技術動向研究センター

1．活動内容
　活動内容は、見舞い、方針表明、部署等設置、情報提供、情報収集（提供依頼）、支援活動、議論・
検討に分けられる（参考図表 1）。具体的には、多言語による情報提供や翻訳ボランティア募集、被
災史料保存の取り組み、研究者受け入れや試料預かりの情報、放射線や地質関連情報の提供、土木
関連調査団派遣や技術支援、医療・心理的ケア専門家派遣や診療支援（疾患別対処情報提供、患者
受入可能施設情報提供、医薬品手配等）、放射線影響・感染症・健康管理関連情報の提供などが見ら
れる。

　日本学術会議のウェブサイトには協力学術研究団体として 1864 団体（2011/5/31 現在）が掲載
されている。これらの団体の、震災からほぼ 2 か月を経過した時点までの対外的な取り組み状況
を以下に簡単にまとめる。なお、これらの学協会の分野構成は明確ではないが、学会名鑑 2007–9

年版（（財）日本学術協力財団、2007.3）に掲載された 1767 団体（掲載団体が若干異なる）を参考
に見ると、文学・哲学・教育学・心理学・社会学・史学 31％、法律学・政治学 3％、経済学・商学・
経営学 7％、理学 11％、工学 10％、農学 9％、医学・歯学・薬学 29％となっている。
　以下の情報収集は、各団体のウェブサイト閲覧により行った。サイトが見つからなかった団体
の活動、調査時点で閲覧できなかった活動、メール連絡などサイトを利用しない活動等は当然カ
ウントされない。また、日本学術会議自体の活動および（独）科学技術振興機構など助成機関によ
る対応などは、以下には含めていない。

参考図表 1　活動の内容

＊被災会員の会費免除も広義には研究支援に当たるが、ここでは含めていない。
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の議論・検討、医歯薬系の情報提供、理学系の被災者向け研究情報提供（活動があった団体の約半
数が該当）が特徴的である。今後に向けた議論については、経済系では学術大会での特別企画として、
理・工・農・医歯薬系では別途シンポジウムや講演会等を設けて行われる場合が多い。

3．学協会の連携
　いくつかの学協会が連携して行った活動も見られる。以下にその例を挙げる。

参考図表 2　分野別対応状況

参考図表 3　学協会の連携

＊対象団体数が少ないため、割合を表示しない。
＊＊割合の概数を示す。0% とは、割合が 10% 未満であることを示す。
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